
アーケー ドの景観から見た商店街の変遷と組織活動
一宇都宮市中心商店街を事例に-

商店街とは､先行研究にも示されている通

り､景観的に商店が連続し､かつそれらの商

店が組織を形成しているものである｡都市地

理学､商業地理学の先行研究における分析方

法は､この定義を基にしながらも組織という

点を無視 し､さらに業種構成や経営形態を

｢商店街の景観｣であるとしてきた｡しかし､

組織体としての商店街の景観を分析するため

には､組織が作り出した公共の景観を扱って

いくべきである｡一方､近年､商店街の人文

主義的研究 (盛り場研究)では､盛り場をテ

クス トとし､その社会史的背景を扱ってい

る｡このような研究は生きられた空間として

の社会史的背景や来街着が盛り場をどのよう

に捉えてきたのかは明らかになるが､経済

的･機能的な商店街を規定する要素との関連

性についての視点は欠如している｡また､前

者の研究では視点が｢組織｣のみにあてられ､

その構成員の意識については言及しておら

ず､後者の研究対象は来街者のみに限られて

おり､そこを生活の場としている人々につい

ては無視している｡

以上のような､先行研究の動向をふまえ､

本研究では､商店街の空間を規定しているい

くつかの要素の変遷を､組織としての商店街

が作り出す景観の変遷との関連から考察し､

さらにそれらを作り出してきた組織活動及び

組織構成員の意織を視野に含めることによっ

て､商店街の空間と人々の意識や社会的背景

がどのように関わってきたのかを考察するこ

とを目的としている｡商店街の公共景観とし

て､アーケー ドを取り上げ､宇都宮市中心商

店街を対象として研究を行った｡

宇都宮市中心商店街は､∫R宇都宮駅から

東武宇都宮駅間の約1kmに連なる商業集積
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地であり､19の商店街組織が存在する｡中心

商店街全体の販売額は減少傾向にあり､一部

の商店街及び大型店に集中する傾向が見られ

る｡最も繁華な商店街組織は｢オリオン通り｣

(宇都宮オリオン通り商店街振興組合とオリ

オン通り曲師町商業協同組合の二つの商店街

組織がある)であり､この商店街には近年改

修されたばかりの全蓋アーケードが設置され

ている｡他の商店街組織の多くが ｢オリオン

通り｣に並行する大通り沿いにあり､いくつ

かの組織は片側アーケー ドを有している｡し

かし､近年､徐々に片側アーケー ドが撤去さ

れつつあり､現在､歯抜け状にアーケー ドが

残存している｡

さて､｢オリオン通り｣におけるアーケー

ドに対する空間戦略を分析すると､天候対策

という物理的な空間戦略に加え､｢明るさ｣

｢広さ｣｢イベントの行いやすさ｣という点が
特に強調され､アーケー ドによって作り出さ

れる空間の商品化が行なわれている｡一方､

他の商店街組織では､片側アーケー ドが歯抜

け状になったり､老朽化 したりしているた

め､アーケー ドに対する空間戦略というべき

ものは保たれていないことが明らかになっ

た｡

次に､商店街の空間を規定していると考え

られるいくつかの要素 (ここでは販売額､立

体的構造､業種構成､歩行者通行量､道路構

造について考察した)とアーケー ド景観の変

遷の関連を分析した結果､それらの要素と

アーケー ド景観は相互に影響しあって変遷し

てきたことが明らかになった｡すなわち｢オ

リオン通り｣では､全蓋アーケー ドによる交

通規制のため､建造物の立体化が難しいこ

と､駐車場の確保が難しいことなどから業務



機能の発展が阻害され､小売業については安

定を保つことができた｡それにより､アー

ケー ドの景観の再整備などの組織活動も活発

に行うことができ､さらに小売業の安定がも

たらされてきたといえる｡一方､大通 り沿い

の商店街組織では､大通 りに面しているとい

うことで業務機能の発展が著しく､それに

伴って､周辺に存在する小売業機能は衰退を

余儀なくされた｡小売業販売額と小売業者の

減少によって組織活動力は低下し､景観の再

整備等も行われなくなり､さらに小売業機能

の低下が起こりつつある｡このような差異

は､商店街の立地する都市構造の違いという

原因に加え､組織活動力の強弱という原因が

大きく影響していることが分かった｡

前述の考察の結果､組織活動のあり方と商

店街の景観､経済的･機能的な要素の関連性

が明らかになったが､さらに､組織構成員と

いう視点から考察すると､組織構成員によっ

て組織･組織活動に対する意識に大きな差が

あることが分かった｡つまり､アーケー ドの

ような公共景観の維持費負担割合に各商店ご

との売上げは反映されていない (原則として

間口割合)ため､景観整備による売上げ-の

効果と維持費の割合は､各店によって開きが
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ある｡そして､売上げと組織活動-の参加状

況は比例していることが明らかになったので

ある｡すなわち､商店街組織は経済的利益共

有という目的から設立され､維持されるべき

ものであるにもかかわらず､立地環境による

義務的な加入者 (商店がその商店街に立地し

ているから加入しているが､組織活動-の参

加を望まない構成員)を生み出しているので

ある｡

以上の考察から､アーケー ドのような公共

景観は､商店街の空間に対する設備投資であ

ると同時に､組織活動力や人々の意識的側面

に対する投資として機能していると考えられ

る｡すなわち､投資資本の回収を行 うだけの

組織活動にとどまらず､意識の投資としての

公共景観を消費し､供給し続ける組織活動を

行 うことが､商店街の発展につながっている

ことが明らかになった｡したがって､設備投

資資本の循環 (すなわち良好な景観整備とそ

の建設 ･維持費等の回収)と意識投資資本の

循環 (すなわち景観整備によるインパク トの

構成員-の公正なフィー ドバックと構成員の

組織活動-の参加)がスムーズに行なわれる

ことが､商店街の持続的な発展には不可欠な

ものであろう｡
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